
２

認
定
事
業
者
は
、
前
項
に
お
い
て
、
経
済
産
業

大
臣
の
確
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら

か
じ
め
、様
式
第
七
の
二
に
よ
る
申
請
書
に
よ
り
、

そ
の
旨
を
経
済
産
業
大
臣
に
申
請
し
、
確
認
を
受

け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

系
統
連
系
工
事
着
工
申
込
書
の
受
領
後
、
一
般

送
配
電
事
業
者
等
に
よ
る
電
気
的
な
接
続
の
予
定

日
が
、
系
統
連
系
工
事
の
事
情
に
よ
り
遅
延
し
た

場
合
に
は
、
当
該
遅
延
し
た
期
間
を
第
一
項
で
定

め
る
期
間
に
加
え
る
。

（
系
統
連
系
工
事
着
工
申
込
書
の
受
領
条
件
）

第
十
三
条
の
三

前
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

一
般
送
配
電
事
業
者
等
が
系
統
連
系
工
事
着
工
申

込
書
を
受
領
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
認
定
事
業
者

が
一
般
送
配
電
事
業
者
等
へ
系
統
連
系
工
事
着
工

申
込
書
を
提
出
す
る
時
点
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ

る
要
件
（
第
二
号
及
び
第
三
号
に
つ
い
て
は
、
必

要
な
場
合
に
限
る
。）を
全
て
満
た
し
て
い
る
こ
と

を
条
件
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

一

当
該
設
備
を
設
置
す
る
場
所
に
つ
い
て
、
所

有
権
そ
の
他
の
使
用
の
権
原
を
有
し
て
い
る
こ

と
。

二

当
該
設
備
を
設
置
す
る
場
所
に
つ
い
て
、
農

業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四

十
四
年
法
律
第
五
十
八
号
）
第
十
三
条
第
一
項

の
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
の
変
更
（
当
該
設

備
を
設
置
す
る
農
用
地
区
域
内
の
土
地
を
農
用

地
区
域
か
ら
除
外
す
る
た
め
に
行
う
農
用
地
区

域
の
変
更
に
限
る
。）が
行
わ
れ
、
又
は
農
地
法

（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
二
十
九
号
）
第

四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
五
条
第
一
項
の
許
可

を
受
け
、
若
し
く
は
同
法
第
四
条
第
一
項
第
七

号
若
し
く
は
同
法
第
五
条
第
一
項
第
六
号
の
届

出
（
不
備
が
な
い
も
の
に
限
る
。）が
行
わ
れ
て

い
る
こ
と
。

三

当
該
設
備
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発

電
事
業
計
画
の
実
施
に
必
要
な
森
林
法
（
昭
和

二
十
六
年
法
律
第
二
百
四
十
九
号
）
第
十
条
の

二
第
一
項
の
開
発
行
為
の
許
可
を
受
け
て
い
る

こ
と
。

様
式
第
七
の
次
に
次
の
様
式
を
加
え
る
。

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
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